
中間報告に関する考察
（中小企業・小規模企業版県政世論調査）

１　回答から見えてきた課題と考察

中間報告や、本日の審議会でのご意見を踏まえて、取組の強化の方向性についてさらに
検討を深め、来年度の施策の強化につなげていく

２　今後の対応

調査の回答結果と課題 考　察

【問4(1)】【問5(1)】
○条例の認知度が低い（「知らない」78.7%）
○県の取組に対する評価で「どちらでもない」と回答した
割合が大きく（63.9%）、理由として「よく知らない」
「分からない」といった意見が挙げられた

○条例や施策について、まだまだ周
知が不足している。県は、各業種
の会議・団体とより接触を重ねて、
条例・指針や施策のPRと、求めら
れる施策のニーズ把握に努めてい
く必要がある

【問5(2)･(4)】
○県の支援等施策を「活用したことがない」と回答した
割合が大きい（74.3%）
○理由として「どのような支援策があるか分からない」と
回答した割合が大きい（48.9%）
【問3(4)･(5)】
○エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響による増
加コストを、価格転嫁できていない企業が多く（5割
未満で計75.6%）、粗利益率を低下させている
（58.6%）

【価格転嫁】
○パートナーシップ構築宣言の宣言
企業数の拡大など、適切な価格
転嫁が行える環境整備を官民が
協働して進めていく必要がある

【効率化・省力化】
○事業者は、効率化・省力化の取
組等（デジタル化含む）により、
生産性を向上させる必要がある

○県は関係機関と連携して、上記の
支援施策を強化する必要がある

【人員の不足】
○事業者は、人員の不足に対応す
るため、採用活動強化や賃金の
引き上げ、労働環境の見直しに取
り組む必要がある

○県は関係機関と連携して、上記の
支援施策を強化する必要がある

○県は、移住者の呼び込みや外国
人材の活躍など生産年齢人口の
増加に向けた施策を強化する必
要がある

【問8(1)】
○デジタル化の取組として、「いずれも実施していない」と
回答する割合が半数以上ある
【問6(1)】
○県に求める施策の方向性として、「担い手の育成・確
保」（30.9%）、「業務の効率化・省力化（デジタ
ル化含む）」（23.4%）、「働き方改革、雇用環
境の整備」（20.6%）の順に回答割合が大きい
【問7(1)】
○人員状況について、不足していると回答する割合が
大きい（40.9%）
【問7(2)】
○人員の不足への対応として、採用活動の強化や
（正社員増54.5%、非正規社員増28%）、賃金
の引き上げ（38.5）、労働環境の見直しや福利厚
生の充実（25.9%）を選択する割合が大きい
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